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ブレグジット（英国のEU離脱）の移行期間が2020年12月31日をもって終了した
ことを受けて、英国の税務当局、英国歳入関税庁（HRMC）は次の通達を行いま 
した。

• 英国において、欧州連合（EU）の義務的開示制度（DAC6又は本件指令）のも
と報告することは今後も一定期間のあいだ求められるが、これはカテゴリーD
のホールマーク（徴表）（報告義務をかいくぐる又は受益権者を分かりにくくす
る）を満たす取り決めに限られる。

• 向こう1年、英国はDAC6の廃止とEUのルールから国際ルールへの移行を
進めるために、可及的速やかに経済協力開発機構（OECD）の義務的開示制度
（MDR： Mandatory Disclosure Rules）について協議し、これを国内法制化
する。

企業にとって悩ましいのは、今回の変化による影響、とりわけMDRに係るEU指令
のもと引き続き取引を報告する必要性及びこれまで要求されてきたように英国
ではなく、EU加盟国にて一定のアレンジメントを報告する義務を判断しなければ
ならない点です。今回の英国の公告は、英国の規則内での一定の緩和措置であ
るものの、英国の方針におけるこの変更が原因で、短期的に既存の報告計画に大
きな混乱を来たす恐れがあるうえ、準備期間も限られています。
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先週報告した通り、2020年12月24日付で英国とEUが合意
に至った協定（英国-EU通商協力協定（TCA： UK-EU Trade 
and Cooperation Agreement）、このリンクから確認できま
す）の本文には、「一方の当事者は、次の項目に関して、移行期
間終了時点で自己の法律において定められている保護の水
準を、移行期間終了時点でOECDにて合意されている標準及
び規則によって定められている水準以下に弱め又は引き下げ
てはならない：（a）クロスボーダーのタックスプランニングの
取り決め．．．に関する．．．情報交換」と明記されています。

クロスボーダーの取り決めに関する情報交換についての
OECDの規則への言及は、OECDの義務的開示制度（MDR）
に関するモデル規則への言及だということをHMRCは認めて
います。よって、TCAの規定のもと英国は、自己の法律におけ
る保護の水準をOECDが提案するMDRにの水準以下に引き 
下げてはなりません。しかしながら、2020年7月1日に発効に
なった（ただし、実行の着手が2018年6月25日以降のアレン
ジメントに適用される）SI 2020/25によって英国の法律に組
み込まれたEU指令を保持する義務はありません。DAC6に基
づく報告義務は、新型コロナウイルスの影響に鑑み6ヵ月猶
予されました。つまり、移行期間前に報告義務は一切発生しま 
せんでした。

英国のMDRに対する影響
英国は移行期間終了時点で自国の法律において、OECDの
MDRの法制化を行なっていないが、（DAC6の国内法制化の
ために導入された）SI 2020/25の規則が、OECDのMDRにお
ける水準と一定の点において同等でかつその他の点におい
てはOECDのMDRよりも厳しい水準を定めているというのが
英国の見解です。

DAC6は移行期間の終了をもって英国に適用されなくなり、
その時点から、英国がDAC6を施行する義務は消滅すると
HMRCは認めています。よって英国政府は、OECDのMDRの
もと報告対象となる取り決めのみに報告を限定するようSI 
2020/25を改正することを決定しました。つまり、移行期間終
了後は、DAC6のカテゴリーDにおけるホールマークを満たす
アレンジメントに限り英国にて報告する必要があります。これ
は、移行期間終了前に締結されたアレンジメントと、それ以降
に締結されたアレンジメントの両方に当てはまります。なお、
この変更を円滑に進めるためにHMRCのITシステムが更新さ
れる予定だということを承知しています。

念のため補足しますと、ホールマークD1は、報告義務（例え
ば共通報告基準（Common Reporting Standard）による規
定）をかいくぐる取り決めが該当し、ホールマークD2は受益
権者を分かりにくくする取り決めが該当します（詳しくはIEIM 
545000を参照）。

英国政府はまた、移行期間終了後に英国の規則が正しく機能
するように、「EU加盟諸国」としている規定が移行期間終了
後は「英国又はEU加盟国の一つ」を指すようにすることを含
め、英国内の規則を改正しました。これらの変更を加えるため
の規則は、International Tax Enforcement (Disclosable 
Arrangements) (Amendment) (No.2) (EU Exit) 
Regulations 2020（国際税務執行（開示すべき取り決め） 
（改正）（No.2)（EU離脱）規則2020）で、既に議会に提出さ
れており、変更は2020年12月31日をもって発効になりま 
した。

英国政府は向こう1年、税務の透明性についてEUの基準で
はなく国際基準への移行を進めるために、英国にてDAC6を
施行するための法律を廃止しかつ、可及的速やかにOECD
のMDRを施行する予定です。同政府は順次、OECDのMDR
を導入するための法案を協議するものと考えられます。 
また、HMRCはIEIM600000から指針を更新するものと考え
られます。

https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/948119/EU-UK_Trade_and_Cooperation_Agreement_24.12.2020.pdf
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